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令和 7年 5月 1日 

 

令和 7年度 那覇市の未来の担い手育成に向けたキャリア教育支援事業に係る業務委託の質問への回答について 

 

  那覇市 経済観光部 商工農水課 

 

令和 7年 4月 11 日付けで公告しました令和 7年度 那覇市の未来の担い手育成に向けたキャリア教育支援事業に係る業務

委託の公募に係る質問について、下記のとおり回答します。 

 

質問

番号 

提案募集要項及び 

仕様書ページ 
質 問 内 容 質 問 回 答 

1 

提案募集要領 P3 6-(2)形式  1、副本の部数の明記がありませんが、何部提出

でしょうか。副の提出について(1)提出書類①～

⑪まで全て必要でしょうか。 

副本は（1）提出書類①～⑪を含め、1部ご提

出ください。 

 

2 

提案募集要領 P3 6-(2)形式 2、副本について提案者名の明記の有無を教えて

ください。 

副本は正本のコピーをご提出ください。 

3 

仕様書 P2 5-(1)②パッケージ

の作成 

対象分野について 〇〇業でのご提案でよろし

いでしょうか。（例：金融業・観光業など） 

お見込みのとおりです。 

4 

仕様書 P2 5-(2)-ｱ 「市内小中学校から複数の実施校を選定し～

（後略）」とありますが、実施校の選定方法は貴

選定方法の指定はございませんが、市内小中

学校へ周知広報等を行い、学校からの問い合



 

2 

 

市からのご指示になりますでしょうか。方法に

ついてご教示ください。 

わせによるニーズや時期等を確認したうえで

実施校を選定するものとします。 

5 

仕様書 P2 5-(3)-③パッケー

ジの改善提案 

提案書では、実施結果を踏まえて改善方法の提

案を明記する認識でよろしいでしょうか。 

お見込みのとおりです。 

6 

仕様書 P3 5-(4)周知方法 児童・生徒への周知は直接知らせる方法が適切

かと考えますが、教育委員会の許可を経て、担

任の教諭から対象の小中学校の児童・生徒へチ

ラシを配布することは可能でしょうか。 

児童・生徒へのチラシ配布は、本市教育委員

会および実施校と調整のうえ検討します。 

7 

仕様書２ページ 「想定される最小時間数（コマ数）を含め、5パ

ターン程度」について、仮に特定のパッケージ

の授業時間が１コマ～5コマまで、学校の希望に

合わせて対応可能な場合、「５パターン程度」に

該当しますか？ 

お見込みのとおりです。 

8 

仕様書２ページ （２）教育プログラムの実施にて「８学年以

上」とありますが、プログラム実施は 1学年を 1

か所に集めて実施（複数クラスの児童生徒を 1

か所に集めて実施）でしょうか？その学年に属

しているクラス単位にプログラムを実施でしょ

うか？ それとも学年全体 orクラス単位で実施

するかも含めての提案でしょうか？ 

学年全体でのプログラム実施を想定していま

す。 
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9 

仕様書２ページ 上記質問にも関連しますが、 

（２）教育プログラムの実施の「合計時間４０

コマ以上」の対象についてご教示ください。 

仮にクラス単位実施かつ8学年の各学年が全て３

クラス編成の場合、実施対象は24クラスにな

り、この24クラスに対して実施したコマ数の合

計が「40コマ以上」という認識で間違いないで

しょうか？ 

学年全体でのプログラム実施を想定している

ため、例えば 1学年に 3 クラスあり、5コマの

プログラムを実施した場合、1学年分として 5

コマのカウントとなります。 

お示しの例では、クラス単位ではなく、8学年

分に実施したコマ数の合計が「40 コマ以上」

必要となります。 

10 

仕様書３ページ （５）②「教員、保護者、協力事業者等へのア

ンケート調査を実施すること」とあるが、すべ

てのプログラム実施時には保護者様が参観され

ることを想定するべきですか？ 

全てのプログラム実施時に保護者が参観する

ことは想定していません。 

アンケートの対象者として保護者を例示して

います。 

11 

仕様書３ページ （５）①「児童生徒へのアンケート調査」や

（５）②「保護者へのアンケート調査」と記載

があるが、個人情報に関するものは取得しない

前提で考えてよろしいでしょうか？ 

お見込みのとおりです。 

12 

仕様書3Ｐ 

（６）事務管理及び事務体制に

ついて 

②業務・事務体制 

「専任の担当者」の解釈について 

これまでの公共事業において専任という表現を

使用する際は、他の業務や事業を担ってはなら

ないと認識しております。そうなると、専任者

をフルタイムで雇用しなければならない、また

は、社員の方を専任とするかのいずれかになる

必ずしも他の業務を担ってはならないとの解

釈ではございません。 
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と思いますが、いかがでしょうか。（会社の業務

はOKなのか？）「専任の担当者」の解釈をご提示

願います。 

13 

仕様書1-2Ｐ 

（１） 教育プログラムの作成 

（２） 教育プログラムの実施 

昨年度の実施・プログラム内容について 

どのようなプログラムで何校実施したのか知る

ために昨年度の報告書の内容の提示、または昨

年度実績について回答をお願いします。 

過年度の実施報告書を本市公式ホームページ

に掲載いたします。 

14 

仕様書3Ｐ 

（5）アンケート調査の実施及び

分析業務 

保護者へのプログラムについて 

アンケート実施の項目内に、保護者へのアンケ

ート実施と記載されています。保護者にもプロ

グラムを実施するということでしょうか？また

は教員・協力事業者等に向けた同等の調査項目

となりますか？ 

「次年度の効果的な事業実施に資する」ものと

して昨年度の測定項目をご提示いただけますで

しょうか。 

保護者へのアンケートは教員・協力事業者に

向けた同等の調査項目を想定しております。 

測定項目につきましては、過年度の実施報告

書を本市公式ホームページに掲載いたします

ので、ご確認ください。 

15 

P1 

（1） 教育プログラムの作成 

① 企業開拓 

学校の規定授業に含まれない時間（長期休み

等）に課外授業として実施する場合、保険加入

等の安全管理の具体要件はありますか？ 

仕様書 5ページ 8-（9）のとおり、学校の管轄

外において事業を実施する場合は保険等の加

入が要件となっています。 

16 

P1 

（1） 教育プログラムの作成 

① 企業開拓 

協力可能な事業者・関係団体の開拓及び連携方

法とあるが、以前に同事業ですでに連携実績の

ある企業・団体はどのようなところがあります

連携実績のある企業・団体につきましては、

過年度の実施報告書を本市公式ホームページ

に掲載いたしますので、ご確認ください。 
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でしょうか。 

また、協力依頼は新規のみの想定でしょうか。 

協力依頼につきましては、既存の企業・団体

も含みます。 

17 

P2 

（1） 教育プログラムの 作成 

②パッケージの作標 

（金融・起業の 2 分野を含むことを検討するこ

と）とあるが、検討というのは、含むことを前

提と想定していますでしょうか。 

金融・企業の 2分野を含むことを必須として

いませんが、仕様書 3 ページ 5-（4）-③のと

おり、対象分野の選定理由も明記してくださ

い。 

18 

P2 

（2 )教育プログラムの実施 

ア活動目標 

実施校の募集にあたってはとあるが、募集は受

託者が行うのか。その場合、募集から結果を出

すまでにどのようなスケジュールを想定してい

るのか。 

実施校の募集は受託者が行います。 

スケジュールの想定案につきましては仕様書 4

ページ「6.実施スケジュール」のとおりで

す。 

19 

P2 

（2 )教育プログラムの実施 

ア活動目標 

合計40コマ以上の実施とあるが、学校ごとに授

業時間に制限や基準はあるのか? 

コーディネーターを配置して実施校と授業時

間等について調整していただきます。 

20 

P2 

（3 ）プラットフォームの構築 

①プログラムパッケージの自走

化に向けた提案 

講和等とは対面での教育プログラムという認識

で合ってますでしょうか？ 

 

対面を原則とします。 

21 

P2 

（3 ）プラットフォームの構築 

①プログラムパッケージの自走

化に向けた提案 

官民連携によるキャリア教育プラットフォー 

ム構築等とは受託者側で開発するものですか？

既存のものを追加開発するものでしょうか？ 

受託者側で開発されるプラットフォーム構築

についてご提案ください。 
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22 

P2 

（3 ）プラットフォームの構築 

①プログラムパッケージの自走

化に向けた提案 

次年度以降用の引継ぎ方法は想定されている方

法はございますでしょうか？ 

次年度以降の自走を考えられる場合、前提とし

てサーバー手配は発注者側で手配いただけます

か？（サーバーの保守運用や所有権は次年度以

降受託者側が保持しないため） 

本事業に基づくプラットフォームは、本市と

の協働及び支援等により、多様な企業・団体

をまとめる主体として、企業や団体等と連携

して構築することを想定しています（本回答

書 9ページのイメージ図参照）。 

現時点では、オラインを活用したプラットフ

ォームを具体的に想定していませんが、次年

度以降のプラットフォーム推進において、オ

ンライン活用が必要となる場合には、適宜検

討してまいります。 

23 

P2  

（1） 教育プログラムの作成 

② パッケージの作成 

学校側のニーズに応じてとあるが、どの時点で

知ることができますでしょうか。（実施校確定後

ではプログラム実施に間に合わないのではない

かと思っております） 

契約締結後にコーディネーターを配置して実

施校と調整していただきます。 

24 

P3 

（4）周知広報 

① 

広く周知広報等を行うこととあるが、今検討さ

れている広報方法など具体的に想定している媒

体があるかご教示ください。 

現時点で具体的に想定している媒体はござい

ません。 

25 

P3 

（4）周知広報 

① 

周知広報に関して、学校以外への周知方法を行

う想定でしょうか？ 

学校以外への周知を行うことも可能です。 
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26 

P3 

（5）アンケート調査の実施及び

分析業務 

令和６年度以前のアンケート内容・結果を事前

に開示していただき、メール等でご提供いただ

くことは可能でしょうか？ 

過年度の実施報告書を本市公式ホームページ

に掲載いたします。 

27 

P3 

（5）アンケート調査の実施及び

分析業務 

アンケートは紙かデジタルか、現在想定されて

いる方法はございますか？ 

分析に必要な回答を得られるアンケートであ

れば手法は問いません。 

28 

P5 

8. 留意事項 

再委託先は事前に書面にて報告し、承諾を得る

とあるが、どのタイミングで承諾を取る想定で

しょうか。 

また、再委託の定義をご教示ください。 

再委託の業務を実施する前に承諾を得てくだ

さい。 

受託者が直接実施することができないもの、

または適当でないものについて他の事業者に

委託することを再委託と定義します。 

29 

募集要項 

P3 

(2) ③ 

副本は正本のコピーで構わないとありますが、

企業名は黒塗りしませんか？（通常副本は黒塗

りの認識と捉えております） 

 

副本は正本のコピーをご提出ください。 

黒塗りは不要です。 

30 

募集要項 

P5 

(2) ② 

１者あたりのプレゼンテーション時間及び質疑

応答は15分～20分程度とするとありますが、両

方含め１５～２０分の想定でしょうか。プレゼ

ンテーションと質疑応答それぞれ１５～２０分

ということですか？ 

プレゼンテーション時間は 15 分、質疑応答時

間は 10 分程度とします。 

なお、本質問部分については、令和 7年 4月

30 日付け募集要領の修正版を公開しました。 
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31 

仕様書P2 官民連携のキャリア教育プラットフォームにつ

いて、既存のサービスを応用して構築した場合

も那覇市に帰属しますか。またドメインは那覇

市のドメイン配下にしないといけないなどの決

まりはありますか。 

官民連携のキャリア教育プラットフォームに

ついては、企業や団体の既存サービスの組み

合わせ等が想定されることから、本市への帰

属は求められないものと認識しています。ま

た、ドメインについては、本市のドメイン配

下に必ずしもする必要はありません。 

32 

仕様書P2 8 学年以上合計 40コマ以上のプログラムとあり

ますが、1学年 3クラスに同じプログラムを 5コ

マ実施した場合、3学年・15コマとカウントし

てよいか。 

1 学年 3 クラスに同じプログラムを 5コマ実施

した場合は、1学年 5コマとカウントします。 

33 

仕様書P2 本企画で構築したプラットフォームを他の行政

の事業や行政以外の案件で活用することで自走

化を図ることは問題ないか。 

本事業で構築したプラットフォームは、本市

内の小中学校におけるキャリア教育支援を目

的としています。従って、行政以外の案件に

おいても、本市小中学校への支援に資する場

合には、本プラットフォームを活用すること

は可能です。 
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